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研究要旨   

支援機器開発には、現場の医療・福祉職、リハビリテーション工学・福祉工学などに精通した医

工学研究者、工学技術者など様々な専門職が関わる。これまでの支援機器開発では、ニーズの同

定、ニーズとシーズのマッチング、医工連携、それらを実践する人材の不足などが課題であった。

そこで、本研究ではこれらの課題を解決するため、支援機器開発に必要な知識とスキルから各専門

職等に求められる諸条件を分類整理し、それら諸条件を普及啓発する連携体制を構築するための方

策をマッチング事業などの実践を通して抽出し、その方策を整理することで、人材育成のプログラ

ムおよびプログラム改善の仕組みを組み込んだ支援機器開発人材育成モデルを構築することを目的

とした。 
本研究を通じて、各専門職等に求められる支援機器開発に必要な知識とスキルの諸条件が明らかに

なった。そして、作成した「支援機器開発・利活用ハートサイクル」を踏まえた人材育成モデルで活

用する講義モデル、ワークショップモデル（ベーシック版・アドバンス版）、学習のためのケースス

タディ・研修用の説明資料、文科省の単位交換プログラムの制度への掲載を想定したプログラム仕様

書を作成し、最終成果として人材育成モデルの構築を完成することができた。 

 

研究分担者 

永富良一：東北大学大学院医工学研究科・教授 
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特任研究員 

 

A. 研究目的 

支援機器開発には、現場の医療・福祉職、リハビ

リテーション工学・福祉工学などに精通した医工学

研究者、工学技術者など様々な専門職が関わる。こ

れまでの支援機器開発では、ニーズの同定、ニーズ

とシーズのマッチング、医工連携、それらを実践す

る人材の不足などが課題であった。 

そこで、本研究ではこれらの課題を解決するため、

支援機器開発に必要な知識とスキルから各専門職等

に求められる諸条件を分類整理し、それら諸条件を

普及啓発する連携体制を構築するための方策をマッ

チング事業などの実践を通して抽出し、その方策を

整理することで、人材育成のプログラムおよびプロ

グラム改善の仕組みを組み込んだ支援機器開発人材

育成モデルを構築することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

本研究は、令和 2 年度から令和 4 年度の 3 年計画

で実施した。各年度の研究計画として、令和 2 年度

末までに、支援機器開発に必要な知識とスキル(現場



 

のニーズ探索、それを解決するコンセプトの発見・

プロトタイプ製作、モニター評価、研究倫理、法規

制を含むマネジメント、支援機器選定・導入のノウ

ハウ等)から各専門職等に求められる諸条件を調査・

収集し、分類整理した。 

令和 3 年度末までに、各専門職等に求められる諸

条件を普及啓発し、連携体制を構築するための方策

を抽出した。 

令和 4 年度末までに、各専門職等に求められる諸

条件及び連携体制構築に必要な実践的方策を整理し、

多職種連携の支援機器開発人材育成モデルを構築し

た。 

上記計画を実行するために、5 名の研究分担者と

4 名の研究協力者を含む研究体制を構築し、人材育

成プログラム策定委員会と社会実装委員会を設置し、

連携体制構築に必要な実践的方策を各委員会におい

て整理し、両委員会の合同委員会で社会実装のロー

ドマップを含む人材育成プログラムとして総合した。

また社会実装委員会による探索的な実践の結果に基

づき人材育成プログラム委員会はプログラムを改訂

し、PDCA を回し内在化させて、プログラムを改善

する仕組みを組み込んだ支援機器開発人材育成モデ

ルを構築した。 

 

図 1. ロードマップと PDCA サイクル 

 

令和 2 年度 

1) 支援機器開発に必要な知識とスキルからみた 

各専門職等に求められる諸条件の分類整理 

（１）支援機器開発における工学系分野の専門家に

求められる要件に関する調査 

①福祉工学の定義に関する調査 

福祉工学に関連する学問として、他にリハビリテ

ーション工学、生活支援工学を挙げることができる。

これらは、呼称は違うものの、支援機器開発の基礎

となる学問体系として定義されるものであるため、

これら 3 つの呼称を同等に扱うこととした。その上

で、これらに関する教科書を中心に書籍を収集し、

それぞれの定義を抽出した。 

②理工系大学等における福祉工学関連科目の調査 

全国の大学、大学院における理工系の学部および

研究科、さらに高等専門学校を対象として、福祉工

学関連科目のシラバス調査を行った。 

③参加型デザインに関する海外調査 

インターネット上で公開されている情報および現地

での聞き取り調査を通じて、参加型デザインやデザ

イン思考の手法を用いた支援機器の開発に関する海

外の動向を調査した。 

（２）リハビリテーション医・理学療法士・作業療

法士養成課程における支援機器等開発に関する教育

の実態調査 

理学療法士養成校（以下、PT）及び作業療法士養成

校（以下、OT）を対象に、「支援機器等開発に関す

る教育の実態調査」を実施した。リハビリテーショ

ン科専門医全研修指定施設に在籍するリハビリテー

ション科専門医を対象に、「支援機器開発に関する

医工連携の実態や各医療専門職に求められる諸条件

及び教育の必要性等の意見調査」を実施した。また、

理想的な支援機器開発の方法について、意見・情報

を収集するため、ものづくり、研究開発、工業製品

デザインの知識と経験に富む 4 名の有識者に、同時

にオンラインにてインタビューを実施した。 

３）パイロット版研修会の実施 

ニーズから始まる支援機器の開発プロセスについ

て、本事業の中心となる研究者の間で共通認識を構

築しその後の研究に活用するための基礎知識を提供

することを主目的として、パイロット版研修会（オ

ンライン）を実施した。研修会で抽出された課題の

深掘りを行い令和 4 年度研究目標である連携体制構

築の方策を抽出するためのインタビュー調査を実施

した。 

4) 医工連携教育プログラム開発に関する調査 

バイオデザインプロセスは、開発初期の段階から

事業化の視点も検証しながら、医療現場のニーズを

出発点として問題の解決策を創出し、イノベーショ

ンを実現するアプローチを特徴とするプログラムで



 

ある。令和 2 年度は、1 日のバイオデザインワーク

ショップを支援機器に特化し実施した。 

 

令和 3 年度〜令和 4 年度 

1. 障害者の支援機器開発人材育成モデルの開発 

１）障害者の支援機器開発に資する人材育成モデル

プログラムの作成 

令和 3 年度は、令和 2 年度の研究で実施したパイ

ロット版研修会、および医工連携教育プログラム開

発に関する調査のワークショップの結果を基に、α版

プログラムを作成した。具体的には、プログラムの

仕様書、学習のためのケーススタディ、研修用の説

明資料を作成した。 

令和 4 年度は、令和 3 年度の研究で作成した α版

を基に、β版プログラム（①講義モデル、②ワークシ

ョップモデル）を作成した。①講義プログラムは受

講者がより深く理解できるよう受講者の経験に合わ

せ学部教育レベルのプログラムを作成した。②ワー

クショップモデルはベーシック版およびアドバンス

版の２つのバージョンを作成した。学習のためのケ

ーススタディは、令和 3 年度のワークショップモデ

ルのフィードバックを踏まえ、難易度を下げた新し

いエピソードを作成した。作成にあたり、ケースス

タディー候補症例を収集し、昨年度の受講生の職種

や経験を考慮し検討を行い、脳卒中を題材とした。

内容には片麻痺、嚥下障害、家族のケアなどの幾つ

かのテーマを内包し、話題が単調にならないように

工夫した。 

２）障害者の支援機器開発人材育成モデルプログラ

ムの試験的実施 

令和 3 年度は、令和 2 年度の研究で作成した α版

プログラムを改善するために、講義 5 回とワークシ

ョップ 2 回のテスト会を実施した。実施にあたり事

前にアンケート項目を検討し、アンケートフォーム

（詳細は分担研究報告書参照）を作成した。受講前

後にオンラインフォーム（Google Form）を用いて

受講者全員を対象にアンケート調査を行い、集計を

実施した。 

令和４年度は、作成した β版プログラムを改善す

るために講義 2 回とワークショップ 3 回の計 5 回の

試験的実施を行なった。実施にあたり、α 版と β 版

の比較がしやすいように、令和 3 年度に社会実装委

員会で検討したアンケート項目と同一のフォームを

使用した。受講者全員に、受講前および受講後にオ

ンラインフォーム（Google Form）を用いてアンケ

ートの回答依頼を行い、参加者全員の回答を集計し

た。 

３）障害者の支援機器開発人材育成モデルの策定 

令和 3 年度は、上記 2)で実施した α版プログラム

のテスト会の結果を基に、課題の抽出を β版プログ

ラム作成に向けた方針を決定した。 

令和 4 年度は、１）で作成した支援機器開発に資

する β版プログラムを用いて、２）のテスト会を行

った。このテスト会から得られた結果を基に、課題

の抽出と人材育成モデルの策定に向けた方針を決定

し、β 版プログラム及び人材育成モデルの策定を完

成させた。 

４）デジタル技術を活用した支援基金研究開発動向

調査（令和 3 年度のみ）   

近年のデジタル技術の急速な進歩は、支援機器の

課題をより複雑にしており、これまでの支援機器の

開発や利用の流れに変革をもたらす可能性を含んで

いる。それに伴い、開発におけるリハビリテーショ

ン専門職の役割も変化することを想定しておく必要

がある。そこで、インターネット上で公開されてい

る情報および現地での聞き取り調査を通じて、デジ

タル技術を障害者、高齢者のニーズに合わせて活用

するための研究や取り組みに関する海外の動向を調

査した。 

2. 医工連携教育プログラムの開発 

2-1. 医工連携教育プログラムの開発 

医工連携教育プログラムは障害者の支援機器開発

に関わる人材育成の基盤となるプログラムである。

分担者が所属する東北大学は、国内唯一の医工学研

究科を有し 2008 年より大学院教育の充実化に努め

ている。発足当初は工学を背景とする学生には医学

教育を、医学生物学を背景とする学生には工学教育

を提供するそれぞれの領域の基盤理解を深める教育

を行ってきたが、医療機器においても支援機器にお

いてもそれらが将来的に解決する課題・ニーズがど

のような社会経済的な背景、保健医療制度の中で位



 

置づけられているのかを理解することが重要である

ことが認識されてきた。 

令和 3 年度は、総論的な講義よりもケーススタデ

ィを通じて学ぶ PBL スタイルの方が、学生それぞれ

が自らの考え方を洗練させていくのに有用であるこ

とを踏まえて修士課程の大学院生に対して2単位（30

時間）のワークショップ型授業「医療機器ビジネス

学」を提供した。3 ヶ月の受講期間中にニーズを明

確化するデザイン思考を知識としてだけではなく機

器開発の基本的発想とできるように、プログラムの

洗練化を進めた。受講大学院生からの毎回の授業毎

のフィードバックに基づいてプログラムの改良を進

めた。 

令和 4 年度は、主として医療系の知識が豊富では

ない工学系学部・高専出身学生で占められる医工学

研究科大学院生向けの正規カリキュラム(45 時間/セ

メスター)用のオンラインデザインワークショッププ

ログラムを提供し、受講生からのフィードバックに

よりプログラムを改善した。 

2-2. 専門職等に求められる諸条件の収集と整理と

プログラム開発（令和 3 年度のみ） 

リハビリテーション科専門医に対するアンケート

結果をプログラムに反映できる形に整理した。具体

的には、専門職に求められる諸条件を整理し具体化

するため、令和２年度に行なったリハビリテーショ

ン科専門医に対するアンケートの自由回答結果を用

いて計量テキスト解析を行なった。 

また、α 版及び β 版プログラムの仕様書及び学習の

ためのケーススタディ等の参考とするため、リハビ

リテーション科専門医の関与した支援機器開発のケ

ースの情報について探索した。 

 

（倫理面への配慮） 

実施に当たっては各大学倫理員会の承認を得て実

施した（茨城県立医療大学倫理委員会：受付番号

e298・e320）、新潟医療福祉大学（承認番号 18711-

210807）、東北大学大学院医学系研究科倫理委員会

（受付番号 2020-1-1015）。 

 

C. 研究結果と考察 

令和 2 年度 

1) 支援機器開発に必要な知識とスキルからみた 

各専門職等に求められる諸条件の分類整理 

（１）支援機器開発における工学系分野の専門家に

求められる要件に関する調査 

①福祉工学の定義に関する調査 

福祉工学の定義については、障害者・高齢者を対

象者として設定することや、機器を対象とすること

は必須であるが、手段や目標については、議論の余

地があることが示された。 

②理工系大学等における福祉工学関連科目の調査 

理工学系大学等における福祉工学関連科目の調査

及び実習科目の担当者への聞き取り調査結果から、

高齢化や福祉といった内容が、社会での認識が高ま

っていることを反映した科目設定となっている一方

で、専門性を高める科目はまだ十ではないことが示

唆された。実習科目では障害に関連する体験や、当

事者の参加が学習に大きく影響することが示され、

参加型デザインの重要性につながる結果が得られた。 

③参加型デザインに関する海外調査 

参加型デザインの海外調査からは、関連するデザ

イン手法が抽出され、また、これらを核としたワー

クショップが盛んに行われていることが示された。

ワークショップの主催者への聞き取りからは、支援

機器の開発における当事者参加の重要性を改めて確

かめる結果を得ることができた。 

（２）リハビリテーション医・理学療法士・作業療

法士養成課程における支援機器等開発に関する教育

の実態調査 

理学療法士、作業療法士養成課程においては医工

連携教育、支援機器開発に関連する教育ともに不十

分な状況であることが明らかにされた。また、これ

らの教育の必要性は十分に理解されていたが、カリ

キュラムへの導入のためには効果的な教育プログラ

ムの開発や、教育内容の吟味が必要であることが示

唆された。 
支援機器開発に求められる能力は「患者にとって

機器の必要性（ニーズ）を深く洞察する力」（医師

に必要 87.4%, 療法士に必要 91.5%）と「医学的知

識」（医師に必要 84.9%）「コミュニケーション能

力」(療法士に必要 74.2%)であった。これらの能力の



 

育成に留意したコンテンツを有した支援機器開発の

教育プログラムの創設が求められると考えられた。 

また、支援機器開発で必要な能力や資質を備える

ための教育は、単純な座学ではなく、言葉の壁を乗

り越えて意思疎通し、一つの方向を向き、チームワ

ークを獲得できるような、ダイナミックなプロジェ

クトワークを実現するコンテンツが望まれることが

わかった。 

３）パイロット版研修会の実施 

パイロット版研修会により、研究者間でニーズか

ら始まる支援機器の開発プロセスについて使用する

言葉や「ニーズ」という用語の重要性の理解が促進

された。その後のインタビュー調査等では、今回の

対象者が主に主体となって開発を手掛ける立場の回

答者が含まれていないため、対象を変えて同じ手法

でインタビューを続ける等、更に深く In Depth 調

査をすることが有用であることが考えられた。支援

機器開発には、医と工それぞれの専門知識に加えて、

医と工の連携、当事者に共感してニーズを記述し深

く洞察する能力が必要であることが共有された。 

4) 医工連携教育プログラム開発に関する調査 

バイオデザインプロセスでは、病態生理、既存治

療、市場規模、ステークホルダー等をそれぞれ点数

化し、最も価値があり、実現可能でビジネス性の高

いニーズを絞り込んでいく。特にビジネスとして成

立するためには、市場規模が重要であるため、患者

数が多いニーズから、医療機器コンセプトが生成さ

れる可能性がある。支援機器は医療機器に比し、市

場規模が小さく、製品のバリエーションが多いため、

バイオデザインプロセスをそのまま当てはめた場合、

医療機器コンセプトが生成される可能性が考えられ

る。支援機器開発を目的とした教育プログラムを開

発する場合、観察場面を福祉施設にするなどの対応

や、支援機器に特化できるようなケースの作成が必

要であると考えられる。ワークショップ手法につい

ては、受講者数、チーム構成、ワークショップやブ

レインストーミングの時間、あるいは対面で実施す

ることなどにより一層、デザイン思考研修の価値を

高められる可能性が考えられた。 

 

令和 3 年度〜令和 4 年度 

1. 障害者の支援機器開発人材育成モデルの開発 

１）障害者の支援機器開発に資する人材育成モデル

プログラムの作成 

令和 3 年度は、支援機器開発に資する α 版プログ

ラムとして、プログラムの仕様書、ケーススタディ、

研修用の説明資料を作成した。また、プログラム作成

にあたり、支援機器に特有の課題の整理として、「支

援機器開発・利活用ハートサイクル」を作成し、支援

機器開発と利活用をサイクルで捉えることを明示した。

さらに、そのサイクルに関わるステークホルダを同定

すると共に、医療福祉専門職の役割を明確に示すこと

ができた。この点で、支援機器に特化した本研究の特

徴を示すことができたと考えられる。 

令和 4 年度は、β版プログラムを改善するために、

合計５回のテスト会を実施した。テスト会受講者から

のフィードバックを得るために、統一形式のアンケー

ト調査を実施した。その結果、高い満足度が得られ適

切な難易度であり、α版と比較して受講者の希望に沿

ったプログラムに修正できたことが確認されたが、受

講時間については受講者間で希望にばらつきが生じた。 

2）障害者の支援機器開発人材育成モデルの試験的実

施 

令和 3 年度は、人材育成モデル α版プログラムを

用い、講義及びワークショップのテスト会を実施し、

最終成果物である β版プログラム作成のための課題

抽出及び改善点の提案を目的に、事前・事後アンケ

ートを作成・実施した。その結果、α版プログラムの

内容について高い満足度が得られ、本手法に対する

医療福祉専門職、支援機器開発職の興味の高さを確

認することができた。一方で、時間や難易度につい

ては回答にばらつきがみられ、受講者の期待に合わ

せワークショップのレベル分けを実施する必要性が

あると考えられた。 

これらの結果を踏まえ、α 版プログラムの試行結

果を基に、受講者の支援機器開発の経験によって、

2 種類のワークショップを用意することとした。こ

の点は、本研究の基本的な方針としているＰＤＣＡ

サイクルを回すことから得られた修正であり、この

ような手法の有用性を示す結果と考えられる。令和

3 年度決定した修正方針を基に β 版プログラムを作

成する。 



 

令和 4 年度は、①講義モデルの実施前後に行なっ

たアンケート調査の結果、プログラムの満足度、時

間、難易度が昨年と比べて受講者の希望に沿った結

果になった。自由記述欄で目立ったコメントとして

は、「ニーズ発の支援機器開発に重要な役割がある

ことを理解した」「患者さんの本当のニーズを把握

することは治療を考える上でも重要」等があり、多

くの受講者に、本プログラムを自身の将来の診療や

業務に役立てたいという意識が見られた。②ワーク

ショップモデル β版の実施前後に行なったアンケー

ト調査の結果、講義と同様に満足度、時間、難易度

ともに受講者の希望に近い結果となった。自由記述

欄には「もう少し時間が欲しかった」「プログラム

の最後の所まで理解したかった」「もう１日やりた

い」「２日に分けてディスカッションをしたい」等、

このワークショップを学習したことにより開発につ

いて自発的に学び実践していきたい、より深く理解

できるワークショップを体験したいという声が、昨

年よりも明らかに多く見られた。 

３）障害者の支援機器開発人材育成モデルの策定 

令和4年度、最終成果物として人材育成モデルは、

具体的には β版プログラムでテスト会に使用した学

習のためのケーススタディ・研修用の説明資料の他、

プログラムの仕様書で構成した。 

プログラムの仕様書は、文部科学省の単位交換プ

ログラムの制度に載せることで普及を図ることを想

定しており、①講義モデルは、知識と態度、②ワー

クショップモデルは、スキルと態度に分類される複

数の項目で構成し、各々の項目に対し学習到達目標、

プログラム実施にかかる標準所要時間も策定した。

さらに、プログラムの目的、想定する受講者の他、

本プログラムを実装する担当講師の要件についても

議論し提案した。 

人材育成モデル策定においては、令和 3 年度に作

成した「支援機器開発・利活用ハートサイクル」に

あるステークホルダーとその役割も踏まえ、社会実

装が可能なモデルを構築することに注力した。 

4）デジタル技術を活用した支援基金研究開発動向調

査（令和 3年度のみ） 

調査結果より、デジタル技術を活用した支援機器

の研究開発に関連する文献を抽出する事ができた点

と、中でも通信・ネットワーク技術やセンシング技

術の活用が進んでいる点が示された。一方で、これ

らの支援機器ではリハビリテーション専門職の関与

がまだまだ進んでいないことが文献数より示された。

特に、理学療法士、作業療法士以外の専門職の関与

に関する文献は抽出されず、今後さらなる調査も必

要と考えられる。 

また、オープンイノベーションに関する取り組み

は、ヨーロッパを中心に文献が抽出され、日本が関

係するものもある程度示されたことから、今後のさ

らなる展開も期待できる。その際、リハビリテーシ

ョン専門職の関与は欠かせなくなることが考えられ、

本研究で作成している支援機器開発に資する人材育

成プログラムの重要性を改めて示す結果も得られた

といえる。 

2. 医工連携教育プログラムの開発 

2-1. 医工連携教育プログラムの開発 

令和 3 年度の結果、工学出身者の多くは、これまで

アイデアがあればまず実際に作って試してみることで

得られる知識を重要視してきたのに対して、人の生命

や生活に直接的に影響を及ぼす医療機器分野では作る

前にニーズを徹底的に検証することにより本当に必要

とされているかどうかを検証してから開発を進めるこ

との重要性を認識させられたと指摘した。参加者自ら

が主体的な取り組みを行い、自ら調査や文献検索を行

うようになった結果、建設的な意見や反省が得られる

ようになった。一方、医療に関連する知識の不足や誤

解がプロジェクトの停滞を招くことから、主体性を損

なわないように手取足取りにならないようかつ、停滞

したときに適切なアドバイスを提供する重要性が認識

された。 

令和 4 年度は、医療機器ビジネス学では、事前に準

備した複数の潜在的ニーズを含む患者シナリオに基づ

き、学生 5〜6名からなるグループ毎に、ニーズ探索、

ニーズセレクション、ニーズステートメントを行った

のち選択された未解決課題に対応するアイディアに基

づく提案をプレゼンテーションとしてまとめるオンラ

インのグループワークを実施してした。 

様々なケースシナリオを用意することによって、

医工連携のさまざまな領域のオンラインワークショ



 

ップのトレーニングが可能になった。またシナリオ

の平易な解説資料の用意あるいはファシリテーター

による Q&A により学部生向けにもワークショップ

への展開が可能であることを確認した。ファシリテ

ーターの育成が重要であることが明らかになった。 

2-2. 専門職等に求められる諸条件の収集と整理と

プログラム開発（令和 3 年度のみ） 

医療者とエンジニアの思考の方向性の違いが明ら

かになり、 開発する機器の最終使用者が利用する現

場をエンジニアも想像できるよう共有していくこと

に課題を認めた。 支援機器開発において専門職にリ

ハビリ科医師が求める能力は患者のニーズを洞察し、 

多分野との考え方を乗り越え伝える力、 自分の視点

を転換し患者からの視点も持てる視野の大きさであ

ることがわかった。 

 

D. 結論 

令和 2 年度は支援機器開発に必要な知識とスキル

から各専門職等に求められる諸条件を調査・収集し、

分類整理した。その結果、現場を観察しペイシェン

トジャーニーマップを描いてニーズを探索し解決策

を見出すというデザイン思考に基づいて多職種で支

援機器開発を推進する能力を身につけることの重要

性が確認され、かつ教育現場にニーズのあることが

分った。医工双方の多職種に共通して必要な知識・

能力として、「潜在ニーズと顕在ニーズの理解」「障

害者の潜在ニーズを洞察する能力」「他職種と目標

を共有し協働するためのコミュニケーション能力」

が挙げられた。また、医療者側が身につけるべき能

力・態度として「障害者のニーズを聞きだすスキル」

「工学系専門職に製品の要求性能と制約条件等を正

確に伝える技術」が挙げられた。さらに工学系専門

職に必要な能力として「工学の専門用語の説明能力」

「医療者から製品のニーズと要求事項を正確に聞き

出す能力」が挙げられた。加えて、工学系専門職は

開発プロセスにおいて医学知識を深堀するポイント

をペイシェントジャーニーマップから洞察する必要

があり、それには医療者の協力が必要である。目標

とする人材育成モデルは、実践的学びを通してこれ

らの知識、能力、態度を身につけるものであると考

えられた。 

令和 3 年度は、令和２年度に実施したデザイン思

考ミニ研修会の内容をもとに、①講義モデル、②ワ

ークショップモデルの２種類のα版を作成した。講

義モデルは、デザイン思考の開発フェーズに沿って

知識を効率的に習得する講義形式のプログラム、ワ

ークショップモデルは PBL (Project-based learning)形

式で、与えられたテーマから課題を発見し解決策を

考えるための演習を行うプログラムである。２種類

のα版プログラムを試験的に実施し、アンケート調

査の結果、ニーズ主導で支援機器開発をすることや、

異なる職種の協働が重要である事が指摘された。一

方で、工学系と医学系等の異なるバックグラウンド

のステークホルダーがコミュニケーションをとるこ

との難しさも指摘され、解析中のデータを含め結果

を整理し、β版の改善項目を明確にし、β版の実施

準備を行った。医療機器ビジネス学では、事前に準

備した患者体験に基づき、ニーズ探索、ニーズセレ

クション、ニーズステートメントを行ったのち選択

された未解決課題に対応するアイディアに基づく提

案をプレゼンテーションとしてまとめるグループワ

ークを実施した。またα版・β版の教育素材とする

ため支援機器開発のケース情報について探索し、教

材開発の参考とした。 

令和 4 年度は、令和 3 年度作成した β版プログラ

ムを改変し社会実装におけるアンケート結果をもと

に、講義モデル、ワークショップモデル（ベーシッ

ク版・アドバンス版）を完成させた。β版プログラム

には、学習のためのケーススタディ・研修用の説明

資料が含まれ、さらに文科省の単位交換プログラム

に載せることを想定したプログラム仕様書を、令和

3 年度作成した「支援機器開発・利活用ハートサイ

クル」を踏まえ作成し、最終成果として人材育成モ

デルの構築を完成させた。 
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年11月13日）． 

10）井上剛伸．工学領域教育実態調査結果紹介（シ

ンポジウム「障がい者の支援機開発に携わる医療・

福祉・工学分野の人材育成モデル構築」）．第15

回全国大学理学療法学教育学会大会（令和3年11

月13日）． 

11）浅川育世，大西秀明，田上未来，中尾真理，出

江紳一．理学療法士・作業療法士養成課程におけ

る支援機器等開発に関する教育の実態調査．第10



 

回日本理学療法教育学会大会学術大会（令和3年

12月4―5日）． 

12) 出江紳一・原陽介. 第 51 回日本臨床神経生理

学会学術大会 

13) 第59回日本リハビリテーション医学会学術集 

会（令和4年6月）シンポジウムで発表予定 

14)原陽介，井上剛伸，浅川育世，柿花隆昭，田上

未来. 「本当に役に立つリハビリテーション治療支

援機器の開発」.第 59 回日本リハビリテーション医

学会学術集会シンポジウム（令和 4 年 6 月 25 日）. 

15)出江紳一，原陽介，浅川育世，柿花隆昭. 「デザ

イン思考に基づく障がい者支援機器開発に携わる医

療・福士・工学分野の人材育成モデル」.第 11 回日

本理学療法教育学会学術集会シンポジウム（令和 4

年 11 月 6 日）. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
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 2. 実用新案登録 
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 3.その他 

特になし 
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令和５年  ５月 １６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                                                                           
                              機関名  東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  大野 英男          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                                 

２．研究課題名 障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）  医工学研究科 ・ 教授                      

    （氏名・フリガナ）  出江 紳一 ・ イズミ シンイチ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □  ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ５月１６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名  大野 英男       
 

   次の職員の（元号）令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 令和 4 年度厚生労働科学研究費 補助金（障害者政策総合研究事業）              

２．研究課題名 障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）東北大学大学院医工学研究科・教授                    

    （氏名・フリガナ）永富 良一（ナガトミ リョウイチ）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □    □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □    □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □    □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □    □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講    未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有  無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有  無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有  無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有  無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した   ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月１７日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                          機関名 国立障害者リハビリテーションセンター 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名 芳賀 信彦          
 

   次の職員の（元号） 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業                 

２．研究課題名 障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する研究                                 

３．研究者名  （所属部署・職名）  研究所・福祉機器開発部長                   

    （氏名・フリガナ）  井上 剛伸 ・ イノウエ タケノブ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 

国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

倫理審査委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月２６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）   
                                                                         
                              機関名  茨城県立医療大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  松村 明      
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                            

２．研究課題名  障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野人材育成モデル構築に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 保健医療学部理学療法学科 教授                

    （氏名・フリガナ） 浅川 育世（アサカワヤスツグ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 茨城県立医療大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年４月２４日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  新潟医療福祉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学 長 
                                                                                      
                              氏 名  西澤 正豊         
 

   次の職員の（元号） 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 令和４年度厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業            

２．研究課題名 障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）  リハビリテーション学部 教授                 

    （氏名・フリガナ）  大西 秀明 （オオニシ ヒデアキ）               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 新潟医療福祉大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年  ５月 １６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                                                                           
                              機関名  東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  大野 英男          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                                 

２．研究課題名 障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）  医工学研究科 ・ 助教                      

    （氏名・フリガナ）  中尾 真理 ・ ナカオ マリ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □  ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


